
伊賀市社会福祉事務所長　様

誓約者住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　誓約者氏名：　　　　　　　　　　　　　印

児童氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童生年月日：

　利　用　施　設　名　：
(または第１希望の施設名)

上記のとおり誓約・申告いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　※就労後速やかに就労証明書を提出してください。また、就労後３ヶ月分の給与明細の写しを提出してください。

〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　就労形態（正社員・派遣社員・パートなど）・就労時間・日数をご記入ください。

　内定先（　　　　　　　　　　　　                  　　       　  　）　　 　　　就労予定日：　　　年　　　月　　　日

□内定済

求職活動申告書・誓約書

　私は以下の理由のため、現在、就労(予定)証明書・自営業等申告書を提出できませんが、入所３ヶ月以内に提
出することを誓約します。諸事情により就職できなかった場合や必要書類の提出ができなかった場合、支給認定
の取消や入所解除されることに何ら異議は申しません。また、市が求職活動の状況について証明する機関や事業
所へ問合せすることに同意します。

就労(予定)証明書が提出できない理由等

□求職中

　
　１ ハローワークを利用して求職活動をし、求職登録が有効である（裏面「求職活動支援機関等利用証明書」が必要です。）
　　 ※求職状況が証明される書類（ハローワークカード等）がある場合は、その書類の添付をもってかわりとしてください。

　２ ハローワークで直近概ね６ヶ月以内に求人紹介を受けた（裏面「求職活動支援機関等利用証明書」が必要です。）

　３ 上記、求人紹介のあった事業所で採用選考を受けた
　　 （裏面「採用選考証明書」または事業所で発行した採用選考結果通知書類の写しの提出が必要です。）
　
　４ 労働者派遣会社を利用して求職活動をしている（裏面「求職活動支援機関等利用証明書」が必要です。）

　５ 母子自立支援プログラムや生活保護の就労支援を受けている（自治体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　 ※市から関係部署へ問合せます。

　６ その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（状況を証明できる書類を提出してください。）

　※これらの証明書は継続的に就職活動しているかを確認するものです。

　該当する項目全てに○をし、必要に応じて関係機関や採用選考した事業所へ証明をもらってください。

□求職活動支援機関等利用証明書・採用選考証明書の提出

〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　就職活動の状況等で申立てる事項があればご記入ください。

　□現在就職活動中　　□入所確認後に就職活動をする

注意事項 ～必ずお読みください～

①この用紙は以下に該当する方が提出してください。
・未就労で就職活動中または入所後就職活動を行う方
・就労内定で、事業所・事業主から採用予定の証明が出せない方

②必ず自署のうえ押印をしてください。



様

所在地
電話番号

様

所在地
電話番号

（採用選考を行った事業所）

　私は、　　年　　月　　日に御社において、採用選考を受けました。

　子ども・子育て支援法第19条及び20条による支給認定に係る資料として自治体へ提出するため上記につ

いて証明願います。

             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　年　　月　　日

採用選考証明書

該当する項目の番号に○で囲み、年月日を記入して下さい。

○公共職業安定所（ハローワーク）を利用している場合
　１　求職登録が有効　　　　　　　　     年　　月　　日登録
　
　２　求人情報の提供　      　(直近) 　  　年　　月　　日（概ね過去６ヶ月以内に限る）

　
○労働者派遣会社を利用している場合
　１　労働者派遣登録が有効　　　　　  　  　年　　月　　日登録

　２　具体的な派遣先企業を提示　(直近)　  　年　　月　　日（概ね過去６ヶ月以内に限る）

(求職活動支援機関等）　

　子ども・子育て支援法第１９条及び２０条による支給認定に係る資料として自治体へ提出するため上記に
ついて証明願います。
                                                                                                               　　年　　月　　日

　　　　　　利用者（求職者）氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　        　　住所

上記について相違ないことを証明する。

    　　年　　月　　日

機関等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　印

①求職活動の証明については概ね３ヶ月以内に発行したものを提出してください。
②事業所の証明が自営業や親族が経営する企業による場合は原則無効となります。
③いずれの証明や添付の書類に押印がないものは無効になります。
④求職活動の状況について、ハローワークや事業所へ聞き取り等を行う場合があります。

　　　　　　　　　　　求職者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　住所

上記について相違ないことを証明する。

　　年　　月　　日

事業所の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　 印

留意事項

求職活動支援機関等利用証明書


